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この論文の目的は，Demographic　System　Mode1を設定することにある。研究の対象として，苫小牧
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一二を中心とする工業地帯に現われた人口現象をとりあげる。苫小牧地区にみられるような大規摸工業開発に

よるインパクトは，当該地域に．多：大な影響を与・える。

　　基本的な現象の一つとして，人1コ変動を挙げることができる。この人隣変動は，出生・死亡・移動（転入，

転出）の一次的人rl過程primary　delnograPh三。　processesの糸｝裸である。

　　工業をリーデング・センターとする大規模開発の揚合，人口変動の大きさは，おおくは移動過程に求めら

れる。この場合，入r1変動とは口紅1増加過程を意味する。その加速度的な人口増力iiは轟該地i諭こ「入；二1圧」を

うみ，その結果，種々の地域問題を発現する。このように，人「1変動は工業開発といった経済的要因に大きく

規定されている訳であるが，この一次二人［：］過程は同時に社会的，：文化的決定要囚determinants　lこよって

も規定される1），2）β）。また，逆に，入【コ過程は経済的，社会的，文化的諸親象を規定する要因としても作用す

る。このように，一次二人rl過程はひとたび成立すると，その背後の社会，経済領域との闘に相互連関関係が

成立し，多重のフィード・バックをもつものとして機能している。したがって，一・次的人口過程を通じて，各

種の変動が生ずるメカニズム企体は，これを…りのシステムとして考える必婆がある。入1＝1変動は，単に経済

領域内の変動のみにとどまらず，他の領域との様々な要素の複合的帰結であるからである。その意味で，人口

変動を独立して，閥題とするのではなく，他領域との間で，構造化した分折が必要である。

　　ここでいうDemographic　System　Mode1とは以上述べた人i二iセクターを核心におき，これと他セクタ

ーと相互連関をもった体系的モデルのことである。本稿においては，このモデルを設定するための用桑として

Systems　Dy賦micsの手法を援議し，システムモデルの設定に至る過程，購造化されたモデルの妥当性につ

いて検読を試みようとするものである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　II．　研究対象地域

　　苫小牧港はわが繭で初めての内陸掘込み方式による港湾として竣工し，その周辺に工業基地を配鶯するこ

とによって，大規模瀾発をおし進めている。当地域は昭和38年に完成；した茜港を中心とする西都臨海工業地

帯，および現在，建設中の東港を中心とする東部臨海工業地帯からなり，　「北海道発展計画」の要の一・つとし

て成果をあげることが期待されている。

　　本稿において，苦小牧地域を対象として，とりあげた理由は以下の如くである。

　　1）苫小牧市はこれまで，パルプ・製紙製造業関係に気化している単一産業に近い都市であったので，最

近における大規模工業基地開発による多産業化の過程の人1コ吸引力の変化，それに伴う人口急増による影響を

比較的容易に計測できること。

　　2）臨接して既存の大規模工業地帯がないので，計測にあたって，轟該地域の工業基地聞発の主1触的影響

として掌握できること。

　　3＞現在生産稼動中の鱈部黒業地帯は事後分析の対象として，また，今後開発が促進されるであろう東部

工業地帯は事前分析の鮒象として考えることができること，すなわち一開発地域において，一つの事例の蛮後

分析を通して他方の慕前馬F価を試みることが可能なこと。

　　4＞古くは大正の勇払築港論にはじまり，戦後の二代的最新技術の駆使による築港，湘部黛：：1業基地開発，

三部工業基地開発と一連のつながりを通して，政策の計幽化・具現化のプロセスをみることができること。

　　次に，ここで苫小牧開発の背景と経緯について述べる。

　　昭和30年以降1三［本経済は急速に成長をとげ昭和46年までの16年閾の実質GNPの年平均成長率は10％

を越すものであった。これに伴って，産業構造は高度化し，就業構造は終戦直後の第1次産業54．2％から

17．4％と滅少した。一方，全瞠1的地域構造に：おいては30年代中頃に者ll市，および工業地帯の一都で過密現象

が顕在化してきたので，政策として，人口と産業の地方分散がはかられるとともに新規工業地帯の配揖が進め
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られた。これにより，地方では工業開発拠点として：重化学コンビナート群が建設された。苦小牧臨海工業地帯

はこのような高度成長経済期に構想されたものである。垂顯寺の経済動向は第一に民間設備のぼう火な投資であ

り，その蓄積による投資効果により高度成長が達成された。これを支えた要悶として「新長期経済計画」（昭和

32年），「圏民所得倍増計画」（昭羽135年）などの政府の財政政策による為業基盤の拡火強化を無視することは

できない。さらに，政府・蹴治体による積極的な地域開発政策があげられる。

　　それは「新産業都市建設促進法」（昭和37年），口二業整備特別地域整備促進法」（ll爾i139年）などによる工

業拠点開発計繭に結実していった。そして，「堀川総合開発計醐」（昭和37年）により全；薫1的な廃業開発がはか

られた。

　　苫小牧市もこのような動向のなかで新産業都市地域の一都指定をうけるなど着々と開発は進捗してきた

（Table　1）。昭和48年には開基100年を迎え現在道央醐南部の中心的都宙としての重責を担いつつある。産業

活動上重要な位蹴にある西港は，大正13年に勇払築港論が艇唱され，これが着工の一つの端緒ともなってい

た。開港，これに続くアルミニウム，電力，石油精製を蒸軸とする鴎海工業地帯の形成は苫小牧のみならず広

域的に経済的社会的効果をもたらした。

τable　1．　Developluent丑list（）ry　of　Tomakomai

酉 暦⊥年 号 項

1800

1873

1879

1948

1951

1957

1958

1960

1962

1963

1964

〃

1965

1968

1969

1976

1977

寛政12
明治　6

火箆12

昭和23
H召　飛126

il召　豹1　32

1i召　励1　33

陛｛　孝1．135

昭和37
1i召　荊1　38

昭和39

　〃
昭窮】40

昭和43
昭看」44

il躍雇151

ilご｛　聴］　52

八芝子千人同心，勇払（鵡川）に移住する

》錫ム郡鮒拓使出張所を苫綿に移す

勇払原乱開発期成1司盟会設立，港湾の初陳情

τ1｛了制施行（人1二133，000人）

齋小牧工業港起工式

北海道東北開発公庫の発足

苦小牧港開発株式．難事｝二設立（第窯セクター第一・．．号）

苦小牧港の内陸掘り込みを開始，土地造成の埋め立てばじまる

（「全潤総創葺溌計匡哨策定）

苦小牧入船式，震要港漕指定

滋央新灌業都市建設基本計iiili，苦小牧市の先行1銅発

（「纂皿期北海道総合開多邑計醐」）

黒業港口の掘り込み開始

日ノ出化学操業開始（繭部工業地弓｛欄1出第一号企業）

（「周到1嗣総門開発計i薩」〉

苫小牧東港着工

北電厚輿火力発電所着工（東部工業地帯進出第一号〉

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　III．　苫小牧の人口動態

　　西部臨海工業地帯（Fig，1＞の開発は，　il！！f小牧および周辺地域に様々な影響を与えた。なかでも，人購増加

現象は顕著であり，総人口が昭不i130年以i蜂，5年毎に30．8％，21．6％，3L1傷，24、2傷の率で増力i】するなかで，

他地域からの来住考による社会増加の増加人【二iに占める率は，85・1％，82・0％，83・9％，77・1％と差し画配的に大き

なf直を示している。Table！とFlg．2を比較してみると，極めて興昧ある推移が兇られる。まず，転入人に1

については，第一に昭和38年をピークとする前後5年闘は大きな変動を示す。これは空知の炭鉱六都市（夕

張，美唄，芦別，赤平，三笠，歌志内）の炭鉱のスクラップ・アンド・ビルドscraP　and　build政策の結果，炭
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1975

鉱地帯人口の拡散，転入による影響である。ピーク1時点である昭和38年を例にとると，社会増加は5，768人で

炭鉱六市からの転入は32，9％の高率を示し，空知支庁郡部からの転入人口を掬えると42．8傷の高率になり，

これ以降数年間はこの傾向を持続する。炭鉱地帯の企業規模の縮小・閉山によるプッシュ男囚がいかに大きく

作用したかが示されている。第二は，昭和42～47年の5年間の急勾配の増加である。これには，次のことが

大きく寄与をなしている。すなわちロノ患化学KIKを初めとする企業立地，生産活動が盛んになったことによ

るもので，第一投資活動盛行期（昭和42～44年），第二投資活動盛行期（昭和46～48年〉の両期間の経済立地

活動の影響が顕著にあらわれている。第三三に，昭和48年を転入ピークとし，転入鐙は激減の過程をたどり，

その後，やや増茄している現在に至るまでの期間である。これは昭和47年のドル・ショック，紹和48年のオイ

ル・ショック，昭和49年の物価高騰等の一連の経済変動と，これに伴う総需要抑制政策の経済的要因の影響
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をこうむったことによる。一方，転置人口は昭和47年まできわだった変動はなく，一定の傾向で推移してい

る。また歓会増加の推移をみると，炭鉱閉山期には転入人口をほぼ収容しており，開発に伴い柑対的に労働需

要があったことを示す。一方，臨然増力1！は徐々にではあるが増加傾向にあり，最近は社会増加の極端な落ち込

みもあり，人口増加への寄与率を高めている。
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　　次に性別年齢別特殊入口移動率（Fig。3，4＞についてみる。

これは転入転出繍の金数調査（昭和53年，転入11，445人，転出

9，216人）より算出したものである。特徴的なことは男性の移動

が転入54％，転出55％と：女性よりそれぞれ8箔，10％多い。二

つの由が幼児年齢と15～34歳の青イF層にありM型をなし，年齢

別移動最にはきわめて差別的である。転入について男：女比較で

は，　ともに移動率が似た型を示すが，男性は20～29歳の脊年層

の転入移動が大きい。転繊については男性が15～34歳層で大き

い。15～19歳の男性願の転繊が大きいのは大学進学によるもの

と考えられる。次に，性別年齢別特殊純人口移動率（Fl9．5＞に

ついてみる。男性は15～19歳が域外に転｝＝U，20～34歳層に純移

動率が片嵜っている。女性は0～4歳，15～34歳瀬の純移動率が

高い。これらの結果はコホート移動率（Fig・6）にも明確である。

このように苦小牧の人口移動の特徴は，青年層に片寄っているこ

とによりきわめて差別的である。ここには，入口移動を促すプル

Pull要因の持つ選好的な作用が明瞭にあらわれている。すなわ
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ち，工業立地を痛的とする開発に伴い，就業機会というプル要凶が生じ，企業の生産活動にとって適切な年齢

層のみに働きかけることにより，年齢麟の全般的な移動ではなく，特定部分の移動につながっている。以上の

人口の差別移動の累積結果として，年齢構成の歪みが生ずる。Fig．7は年齢特化係数で1．Gの時は北海道の年

齢構成と同一であることを示す。最近10年間で青年履への特化が著しく進行していることがわかる。

　　次に，人i＝1変動に直接寄与する自然増加率，社会増加率により類型化（Fig．8＞する4）とTable　2になる。

大規摸工業墓地化による苫小牧は人口移動が特に激しい。近年，自然増加が大きくなりつつある苫小牧は王1の
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Demographic　System　Mode1の設箆　（加藤）

タイプ（Fig．9）である。このタイプをとりあげ，モ

デルの構造化をおこなう。

　　　　　　IV．　モデル設定の方法

　　Delnographic　Syste】n　Mode1は…つの社会

システムモデルである。祉会システムの大きな特徴

はフィードバックループの多頭性，雰線型性，寸心

と結果が時間的，空間的に離れていること，構成要

素間には複雑な柑互依存関係があること等である。

Systelns　Dynamics（SD）5），6）・7），8）はこうした社会

システムの構造を容易に反映したモデルをつくるこ

とが可能な方法である。このSDはマサチューセッ

ツ工科大学スローン・マネジメント学科のJ．W．

Forresterを中心とするグループによって開発され

たもので，インダストリアル・ダイナミックス，アー

バン・ダイナミックス，ワールド・ダイナミックスと

扱う対象領域を次第に拡張することにより発展して

きた。その特微とするところは世の巾のあらゆるシ

ステムはインフォメーション・フィーード・バックによ

る制御をうけていると考えている点である。そし

て，システム・デザインにあたっては現象を連続的

なものとして拙握し，

語特有の数種類の変数を用いて方程式を組み立て，

を示し，　レイト変．数はフロー：縫をあらわす。
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　罫i窪．9．Changes・f　the　Relation　between

　　　　　S．．正and　Nぼ．

　　　　　　　　　　自動制御のフィード・バック理論を基礎とするシュミレーション欝語を絹いる。この需

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　システムをつくりあげる。レベル変数はストックの状態：董

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　このレイトは政策（policy）によって定義される意志決定点をあ

らわすもので，種々の情報の組み合せによってきまる。以上の変数の凋み合せでモデルが構成されるが，レベ

ル，レイト情報が形成するフィーード・バックを一括して取り扱うところにSDとしての有効性が十金に発揮さ

れる。さらにSDはORのように数学的最適解を求めて，殻適な政策を探索するものでなく，実現町能な政

策を数多くテストし，その中からどれが殻も望ましい結果を生むかを探索するシュミレーション方式によるも

のである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　V．　モデルの全体構造

　　本論のDemographic　System　Mode1は4つの大きなセクター，すなわち，人ロセクター，財政セクタ

ー，産業活動セクター，資本形成セクター（Fig．10）からなる。各々のセクター内，およびセクター間には多

重のフィーi∴バック・ループ（Fig．　lo＞が働いており，システムの挙動に決定的役劉をはたしている。意志決

定の役割をはたすため外生的に与える政策変数は，財政セクターを主体とする。行政活動の公共投資は，大別

して生活関連投資，産業関連投資とに分けられる。このモデルは，爾者に対する投資配分によリシュミレート

をおこなうもので，操作が比較的容易なモデル構造をもつものである。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　VL　モデルの各セクターの構造

Vト1　人隣セクター

　　入日はそれぞれの地域の環境を総倉した形で反映されるものであるから，四者のなかでも，ことさら重要

なセクターである。

　　人口規模の変動は人口学的方程式demographlc　equat1Qnで表わすことができる。

　　　　　　JP（Aも，八屏N）識P（珊十N）一P（珊〉

　　　　　　　　　　　　　篇み（ハら，珊十N）一1）（N6，珊十2V）＋

　　　　　　　　　　　　　　M葱〈八も，八も十N＞一Mo（珊，焼十N）

P（妬〉・時刻珊の入口規模，P（珊÷N）・N年後の入磯携君（凡珊＋N）・N年間の出生，珂坑珊＋八・／・

N年間の死亡，必（焼，珊÷N）：N年間の転入，Mo（輪，珊＋N）：N年間の転出

　　右辺の四つの項は社会的，経済的，文化的諸条件によって規定されることが大きい。特に大規模な工業開

発による産業構造，就業構造等の変化によるゴPへの寄与が大きいのは第三，四項であり，入口現象の慮己再生

産からみるならば非本質的な項に圧倒される。モデル構造化の過程で，このセクターは3つのサブセクター，

すなわち，出生，死亡，移動から構成される。

　1，出生サブセクター

　　第一次人口過程における；圭1生力ferti11tyは，主として妻の年齢が再生慶年齢にある夫妻闘だけに発生す

るので，妊孕可能年齢child－bearine　age（15～49歳）における女子人口比率，女子有配偶比率，女子就業者

比率と関連すると考えられる。したがって，年齢別特殊出生率ガ汐＝ノ3論∫㌔・（β即1女子露歳入口による出生

数，灘み1女子灘歳人口）は次の関数によって与えられる。ただし，年齢階属別特殊出生数speci丘c　birth

rate　by　age　groupは妊孕可倉旨年齢を5歳階級とする。



　　　　　　　　　　　　Demographic　System　Mode1の設定　（加藤）

（1）15～19年齢層特殊出生率関数

　　　　15～1gy呂＝；G．0000十1．192715～1gX2，‘

　　　　　　　　（G．0005）　（0．0966）

　標準誤差　　　　　　0．0011　重相関係数　0．9332

　ダービン・ワトソン比　1．3861　　自己相関　　0．0000

（ii）20～24年齢層特殊出生率関数

　　　　LOG（20～24y∂欝一〇．8536－0．9226　LOG（X1，‘）

　　　　　　　　　　　　（0．0446＞　（0，1706）

　　　　　　十1．0692LOG（X2，ε〉一〇，5170　LOG（X3，‘）

　　　　　　（0．0550＞　　　　　　　　　　（0．1801）

　標準誤差　　　　　　　　　　　　0．OGO7　　　　重日関係　　G。9985

　ダービン・ワトソン比　2．3799　　自己相関　0．0000

（ili）25～29年齢暦特殊出生率関数

　　　　LOG（25～2gy‘）＝一1．0392－1．8658　LOG（X1，∂

　　　　　　　　　　　　（0．0563）　（0．2056）

　　　　　　十〇．8153LOG（X2，‘）十G．6735　LOG（X3，ご）

　　　　　　（0．0366）　　　　　　　　　（0．1419）

　標準誤差　　　　　　0．0006　重相関係数　0．9988

　ダービン・ワトソン比　3．5203　　自己相関　　0．0000

（iv）30～34年齢層特殊出生率関数

　　　　LOG（30～34y‘）犠一11．7012－31．8696　LOG（X1，の

　　　　　　　　　　　　　（3．3631）　（8．G707）

　　　　　　十2．0021LOG（X2，‘）十15．8716　LOG（X3，ε）

　　　　　　（1．2144）　　　　　　　　　　　（4．8246）

　標準誤差　　　　　　0．GO74　重相関係数　0．9487

　ダービン・ワトソン比　2．7G33　　自己相関　　0．OGOO

（v）　35～39歪｛三歯令ノ藩彗寺殊麺轟盗k率関数

　　　　LOG（35～3gy∂＝一9．5492十〇．6230　LOG（X1，‘）

　　　　　　　　　　　　（2，7335）　（8．0314）

　　　　　　一6．G571　LOG（X2，1＞一4．4251　LOG（X3，‘）

　　　　　　（5．4353）　　　　　　　　　　　（4．1876）

　標準誤差　　　　　　　　　　　　0．0063　　　　重オ目関係数　　α9446

　ダービン・ワトソン比　2．2932　　自己関関　　0．OGOG

（v⇒　　40～44勾三街令色特殊毘生率関数

　　　　LOG（40～44y‘）置0．0000十18．1538　LOG（X2，‘）

　　　　　　　　　　　（0．0775）　（2．5944）

　　　　　　一133302LOG（X3，‘）

　　　　　　　（22781）
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56 環境科学第3巻策1号工980

　　　標準誤差　　　　　　0り038　重相関係数　0．8980

　　　ダービソ・ワトソン比　L8714　　自己相関　　0．0000

　　（vii）45～49年齢層特殊出生率関数

　　　　　LOG（45＿4gy‘〉篇一2．2147十13．8684　LOG（X2，‘〉

　　　　　　　　　　　　　（0，8058）　（L9940）

　　　　　　　一11，4233LOG（X3，‘）

　　　　　　　　　（1，0393＞

　　　標準誤差　　　　　　0．00004　　重相関係数　0．9980

　　　ダービン・ワトソン比　L5353　　　自巴相関　　0．0000

　　ただし，gX1が第‘期における妊孕可能年齢女子人財こ対するg年齢層入口呼率，　gX2，ε：第’期におけ

る15歳～49歳女子有配偶入rlに対する9年齢層女子配偶比率，議3，‘；第‘期における15歳～49歳女子就業

入葭に対するσ年齢層就業人【＝1比率，各関数の偏同帰係数の下の（〉の値はz値である。対数の底は10であ

る。以上の関数との結合の結果はFig．11に示す。記号については補遺／を参照のこと。ただし，中間年齢層

は煩i雑となるので省r略する。尚，変数リストは補遺4に示す。以下のセクターについても囲様である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　＼　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　／

　’

　ノ　〆　　　　　　　　　　　　、
！　　　　　　　　　　　　　　、＼

／　　　　　　1　　　　　　、

　　　ヒ
　　　　、　　　　　　　BR
　　　　、、

　　　　lr　　　　ノ声

　　　　　　Fig．11．　Flow　1）iagram　of　Birth　Sub－sector　of　Population　Sector．

2．死亡サブセクター

SBR4・　、、一祠　S8昭5　　＼＼　 ＼／／　　　　　、　”　　　　　　　　　　　　　　　　　、噴＿＿’！！！
　　　　　、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

　　全ての年齢階級は5歳階級であるが死亡率は1歳末満の乳児死亡率が高く変動が大きいことから0～4歳

階級は0歳，1～4歳の二つの年齢層に分割する。死亡率は時系的に極端な変動がないこと，人口変動への寄与

は移動の寄与に比較して著しく小さいことおよび内生化をおこなうと煩雑・冗長なシステムになること等から

テーブル関数により外生的に与える。テーブル関数のパラメータは昭和35年麟蜂の簡易生命表を作成し，参

考にした。尚，フロー・ダイヤグラムはF19．12に示す聾
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　　　　　　　F量g。12．　Flow　Diagraln　of　Dea亡h　Sub．seαor　of　popula疫oll　Sec亡or，

　3．移動サブセクター

　　このサブセクターは二つの関数，転入関数，転出関数をもち，経済的要閣・社会的要因と結合している。

　　転入関数は第二次薦業，第三次産業の生産活動が活発化するにつれて増大し，また地域に対する公共投

資が増加すれば，それに伴って生じる労働者の移動によって増大する構造をもっている。この関数の特定化

speci丘cationは以下に，また，パーシャル・テストpartiahes亡の結果はFig．13に示す。

　　（1）転入関数工B－Migration　Function

　　　　　LOG（Mも∂寓9，8509十〇．0171　LOG（Xヨ，‘）十1．0081　LOG（X2，‘）

　　　　　　　　　　　　（2，398G）　（0．2962）　　　　　　　　　　（0．3978）

　　　漂準誤差　　　　　　1201．1000　　重桐関係数　α9G70

　　　　　　　　　　　　　　－real婁義覧畢mbe蓬・

　　　　　　　　　　　　　　．．＿＿esti崖殿匙te〔1　1mmber
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　　　ダービン・ワトソン比　　1．6553　　自己桐関　　0，0000

　　　M部；転入老数（人）

　　　X1，グ　非1次産業の就業者1人当り就業者純生産（百万附

　　　X2，‘：総行政投資（百万門）

　　転出については三つの形態が考えられる。それは（1）若年窟の進学・就職による域外への移動，（2）低生

産性の1次就業者の臨稼ぎおよび域外への就職移動，さらに③立地企業の生産活動に従って生じる勤務移動

である。関数は以下に，また，パーシャル・テストはFig．14に示す。

　　　　　　　　　　　　　　＿real】田mbρr
　　　　　　　　　　ノ　　　　．、……esti組剖αl　m且m垂）er

　　　　　　　　1960　　　　　　　　　　　　　　　1965　　　　　　　　　　　　　　　¶970

　　　　　　　　　　獄g。14。　Result　oξOut－M三gratio且Function．

（ii＞転幽関数Out－Mlgratlon　Functlon

　　　LOG（ルあ，ε）＝3．5475十〇．1738　LOG（XL∂

　　　　　　　　　（0．1256）　（0．5505）

　　　　　　　　　　　　十〇．3839LOG（X2，‘〉

　　　　　　　　　　　　　（0．1972）

　　　　　　　　　　　　÷0．6529LOG（X3，∂

　　　　　　　　　　　　　（0．2029）

　標準誤差　　　　　　707β750　重相関係数　0．9516

　ダービン・ワトソン比　　1．7294　　自己相関　　0，0000

　Mb，‘：転繊手数（人）

　遁，‘：一次産業と非一次産業の就業者一人幽りの純生産格差（百万円）

　x2，‘；大学進学率

　輪，‘：製造業における有形圃定資産投資（百万紛

19γ5

　　ただし，LOGは自然対数。尚，性別年齢別特殊人口移動率9），並びに簡易生命蓑は補遺2，3に示す。以上

の関数と結合した結果をFlg．15に，また，一つのサブセクターを性別に構成したフロー・ダイヤグラムを

Flg．16，　Fig．17に示す。

VI－2　財政セクター

　　市の財政は一般，特別，企業会計の三老で動き，歳出は施設（ストック〉の建設にふりむけられる投資的

経費と経常的にかかる消費的経費に分けられる。両者は互いに依存関係にある10＞。前春は生活関連投資（上水

道，下水道，……），産業関連投資（農林水産業，港湾，……）に分けられ，この両者の間にはトレード・オフ関

係がある。これらの投資フローは資本形成セクターにつながる。租税関数は制度方程式inst三tutio員al　equa－

tionと考えることができる。課税は，前年度の所得額が対象となるわけであるから，一年のタイム・ラグが存

在する。したがって，この租税関数の説明変数には前年度の情報が入る。一方，企業立地，生産活動が盛んに
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なるにつれて，法人市民税の増加，民間資本ストック（民間住宅を含む）の増加により闘定資産税が増期する。

大規模工業基地開発による労働力の大量需要の発生は入口移動を促進し，人L＝」規模の拡大は，増茄人口の所得

水準にもよるが，一定の1｛il渡のもとでは個人市民税を増加させる正のフィード・バック・ループを構成する。ま

た，人1＝！急増に伴う投資的事業（小，中学校，保健所，清掃施設，……）は消費的経費との間で負のフィード・

バック・ループを構成する。このセクターで結合する関数は以下の租税制度関数である．

　　（D　個人市民税関数Function　of　Individual　Municipa1』habitants　Tax

　　　　　LOG（Y‘〉＝一49005十〇．7951　LOG（X1，‘＿1＞十〇．2964　LOG（X1，‘＿王）

　　　　　　　　　　　　（0．6852）（0，2G39）　　　　　　　　　　　（0．1835＞

　　　標準誤差　　　　　　99．4888　重相関係数　0．9779

　　　ダービン・ワトソン比　1．3725　　自己相関　　0．0000

　　　X正，‘一1；個人業種所得（百万円＞

　　　X幻一1：癬用者所得（資万円〉

　　（1i＞法人市民税関数FunctioH　of　CorporatiQn　Municipal　lnhabitants　Tax

　　　　　LOG（y‘）訟一5．0718十1ユ722　LOG（X重，‘＿1）

　　　　　　　　　　　　α，3299＞（0．1484）

　　　照準誤差　　　　　　92，2626　重相関係数　0．9180

　　　ダービン・ワトソン比　0．8453　　自己相関　　0．0000

　　　X婦一1：法人所得（百万円）

　　（iii）固定資産税関数Function　of　Mu員icipal　Fixed　Asse｛：s　Tax

　　　　　LOG（脇）篇一15．1162十〇．1156　LOG（X三，卜1）十1．6706　LOG（X2，‘＿1＞

　　　　　　　　　　　　（3．0043）　（0．0651＞　　　　　　　　　　　　（0．3205）



1）emograPhic　System　Modelの設定　（加藤〉

　標準誤差　　　　　　60。0460　重ll；1関係数　0．9946

　ダービン・ワトソン比　1，7985　　自己相じ辱　　0．0000

　込哉，‘一1：　f嘘艮旨殺三宅資ン綜ストック（衡万｝：弓）

　X2，‘＿z：民間資本ストック（百万i：菱：D

ただし，LOGは撫然対数。以上の｛i｝lj度関数と結｛やしたフμ一・ダイ ーダラムはF19，！8に示す。
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CA円IAL
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　　　　SECTOR

　　　　　　　ノ　　1、、、

　　　　　〆一一〆

　　　　　　　　　　　　　Fi経．18．　　Flow　Diagr～1m　of　Flscal　Sedor．

Vト3　産業活動セクター

　　このセクターは，既存産業の活動，企業立地による設備投資からなり，産業基盤の行政投資，資本形成セ

クターと結合する。このセクターを構成する産業は箆…次珍逢業，鉱業，建設業，製造業，および策三次産業と

なっている。なかでも製造業ぱ二Ll業立地の基軸となっているので，シミュレートの関係上（1）食料ll【111，（2）バ

ルブ・木材関係，（3＞化学関係，（4）窯業・土；ヂ1関係，（5）金属関係，（6）機械，（7）その他の製造業の7業種に

なっている。以上の関係はFig．19に承す。

Vト4　資本形成セクター

　　投資は大別して行政関係投資，民間設備投資に分けられる。行政体は市，道，国である。このうち南関係

は内生化され，また政策変数としては道・国による三二投資を考える。潮間設鰯1投資は1用発投贅としての行政

投資に追従する。住宅関係の戸当印押はストックとなり，購政セクターの固定資産制度関数の情報となる。住

宅地囲発は二［：二業用1也，商業用地，農業用地と二々奪いにトレード・オフの関係にある◎以上の関係をFi9．20に

示す。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　VIL　モデルの動的挙動

　　各セクターに関係する関数の特定化，その部分テスト，結合については前述した。ここでは実際の動きと

モデルの挙動について述べる。　モデルを現実の動きにシミ仏レートする期間は，1960年（昭和35年〉から

1975年（昭和50年）の15年闘であるQこの開始年の設定は，lllll小牧港開発株式会赴設立（11砺i133年〉，内陸掘
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り込み開始（昭和35fll：三）等，昭和35年頃を境として，産業基盤の整備とともに，．：1［二業化がこれと∫lz行して，

本格的にすべり出した時期であること，さらに蜜料の関．係上，羅勢調査年を蒸準としたことによる。

　　　モデル億と実際餓との一致性は，（1）さきの単一方程式の：部分テスト，（2）当該セクターにおいて．他のセク

ターとのつながりの変数に実際値を与えるintrasectorahest，（3）全セクターが結合され一体として鋤かせる
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三ntersectoral　tes亡の二段階の手続きをとることによって検証された。　intersectorahestの代諾的な結果を

挙げる。第一一次的人「：1過程の結果である総人［二iの適合（Fig．22）は穗めてよいが，人1：1ピラミッド（Fig．23），四

つの却＝：回数（Fig．2めにリミ際値と推定値の闘に多少σ）差異がある。…般会計の歳入の約半分を占める市民税

（Fig．24（b）〉，閻室資産税（F三924（a））の適合度は比較的よい。さらに，農業純生産（Fig．25），製造業の二［：業

出荷額（F三9．26（a）），純生産（F壌26（1））），第：鷺次産業の純生産（Fig．27），民ll：1！住宅投資（Fig．28）と，農業

純生産，民闘住宅投資を除いて，かなり適合度が高い。

　　以上，モデルは全体として，実際値とのかい離は比較豹

小．さく，妥当な適合度である。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　VIH．　考　　　察

　　本稿においては以上のごとく，地域計爾的総合的視点に5bて1）emographic　Syste三徽Modelを設走し，

このModelの妥⊥1性を人riセクターと他のセクターとの関連において検証し，論述してきたが，これを要約

的に列記すると次の通りである。

1．財政セクターとの関連

　　1＞工業漏発による入rl増加，並びに企業活動は，宙の財政部門と火きく関傍している。市の歳入におい

て，人きな率を占める了i〕氏税は，モデルの難的にもよるが，従来個人所狩等よりllゴ接，安しσに求められてい

る。本モデルでは，人rl増加による個人市民税の増収および法人企業の生産活動の動きを反映した構迄とする

ために，南川税を二人了b民税，法人市氏税に分け，前～勃こついては，個人芽種所得，雇用者所得より導く構達

を，後者については，法人所得より導く構遣日没定した。これにより，現メをより：1［二確に反映した構造とする

ことができた。推川州朱（Fi暮．24（b））図でみると，昭和46，47，48年については，夷際値より小さく，昭和

50pで大きく推足されているが，金体として，極端に大きな差異はなく，適合度は高いと考えられる。

　　2）次に，円定跡圧税は，民旧一本ストックと深く関連している。．L業開発によるd業立地，イ1産活動の

活発化は設備投資を増加させ，これはイ∫形li！i淀資産の増加となる。さらに，閉門による人ll移動の結果，入「1

増加は，宅地，佐宅の1要をひきおこし，宅地造成，住宅投資を促し，一同ストックは増加する。このような

構造を人liセクターとの関蓮でみた結果はFig。24（a）に示した。11口和43，44，501ζで大きく，昭和48，49年

で小さく推定されるが，昭和50年近くを除くと実際値との遼異は，比較的小さく，モデルの適今度は図にみ

るごとく高い。

2．産業活動セクターとの関連

　　1＞工業開発により，新たな就業機去の創出そして，大ll：の労鋤力の漏要は，入i」移動におけるヅル麦因

である。このモデルでは，製三業を7業種に分類し，就業人rlと有形lil碇資産の規模のll隈が反映されるよう構

遣化し，それぞれについて，二［1業出荷額を推回した。製造業全体としてのこ1：二業繊荷額（Flg．26（a＞）は，昭和49

年を除くと，全体として大きめに推疋されているが，｝1い帯金度を示している。同様に，純生産は，F三g，26（b＞

にみるごとく，よく一致しており，；適合度は，非常に高い。転入関数，転111閃数が，純6卜産と深くかかわって

いること：又，二1業開発ということから考えて，こク）ように適合度がよいことは，モデルの構近化が充分なもの

であることを示すものと考えられる。

　　2）一方，工業開発による二進業の発展と相反して，農渠魂業人【こ1は激減している。それにもかかわらず

農業純生産は，減少せず，農業就業人i＝i一入当りの純4り惣象，逆に増加している。本モデルにおいては，農業

純生産は農業唱言人口，同等絹地i角積，農象閃係ストックより導かれる構造となっている。丁掛関数は，この

農業純生産を含む第一次能業の純生産と非一次産業の純生産の就業者1入当りの格差に．規定されている。従っ

て，農業の純生産の適合度は大きな志味を持っている。Fig．25によると，傾向としては比較的適合してい

るが，その他の産実の純生産1でli驚と比較してみると，実際値と推，、買値との旧にはかなり大きなかい離がみら

れる。

　　3）纂三次産業の純生産は，第三三次潰業の就業者，策一次，第二次厘業の純生産，第三次民間ストック等

より推定される構造となっている。すなわち，オ　．次産業の活発化に伴い，箆三次産業も発展し，これらの純

生産が，転入関数，i云出田数を規回し，純移動叢i：に影響を与えている。　Fig，27に示すように，第2次の適合

力㍉，1いこともあり，実際纏との差興は，きわめて小さく，適合度は而いと考えることができる。

3．資本形成セクターとの関連

　　財政セクターはこのセクターで述べたことと関連するが，入i」セクターは，このセクターの氏閻住宅投資
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と結合している。工業開発による人口増加，これによる宅地の需要の動向，およびi／T民所得等により民間住宅

投資は，決定される構造となっている。その推定結果は，Fig．28に示される。これによると，昭和46，47，

48，50年は実際値よりも小さく，昭和49年は，大きく推定されている。しかし，昭不l145年以｝1存は，比較的よ

く一致している。

4．各セクターの総合的結果としての人口

　　1）総人rllは，　Fig22において推定される。実際値との比較では，昭和35～40年の期【｝lllで小さく，昭和

49，50年で火きく推定されているが，全体として，昭和35～50年の全期問では，比較的よく推定されている。

　　2／次に，総入riの内訳を5歳階級牙l！の入1＝iピラミッド（Fig．23）についてみた。昭和40年では，男性に

おいて，0～9，20～34，40～54の年齢階級で大きく，また，：女姓においては，0～4，！5～19，30～44歳階級で

小さく，20～24歳階級で大きく推定される。全体として，鍔性で大きく，女性で小さく推定しがちである。

　　次に，昭和50年では，男性は0～19，25～29，50～74歳階級で大きく推定され，女性は，0～4，25～29歳

階級で小さく，15～19歳階級で大きく推定される。

　　以上の推定は，全体として，男姓は大きく，女｛生は小さく推定されるが，5歳階級の推定としては，高い

適合度であるということができる。

　　以上，実際値と推定額との適合度の関係において，本モデルの構造の検読をしてみた。4つのセクターを

持ち，又多くのフィード・バックを含むモデルとしては，ここに設定した1：）emograph三。　S｝・stem　Mc）delの

適合度ぱ高かったといってよいと考える。残された課題についてほ，なお検討をつづけたい。
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補遺1
　　各セクターで使用する記簿は，以下の如くである。
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補遺2
　｝性別年齢別特殊糸i琶移動率の算出…一

　　男：女年齢別純移動猛を求める方法は出生死亡数法Vital　Statistics　medユod，生残率法Survivai　Rate

methodがあり後者には前進法Foward　method，後進法Reverse　Ineth（xl，平均法Average　Ineth（）dが

ある。本論では以下の平均法を用いる。

　　　　　脚今一［照・）・画唖吉

　　　　　　　　イ・・糊一・鯉…醸響L…］・÷

　　　　　　　　一一雛1筆圃一読伽・］

　　　ただし，‘P（」）：痢三のκ歳の人口

　　　　ε癬ハ計丼）；N年三のコホートの人口

　　　　　　　ρω：N年間の生残率

　　　　　　1Ψ庶）：灘歳の純移動量

　　　　　　∫盛ノ，式3ウ：　前進法による糸間移動量

　　　　　　示右（の＝後進法による純移動量

　　性別年齢別特殊純移動率は式

　　　　　！爆砺聯⇒魁嚇）、圖，…，・9
　　　　　　　　　　　　ノ」じ．．1

より求まる。

補遺3
　　簡易生命衷abridgecl　llfe　tableの死亡率7‘伽は平均死亡率7‘ノノ揺を基にGrevilieの式

　　　　　　　　　　　　　　　7～〃～甜

　　　　　が÷塔藩佳二1蓄16鳳漏∫

を遡用し死亡率を求め作＝表した。
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Number of Increase Il)vvellings by Public lnve$tment <household!million

Number of l)ecrease cEwell!ngs by Obsolete Assets <5ousehoSd)

Stocks of Public Dweiiing <mil!ion yen)

Increase Volume of Public Dwellings lnvestment (mi}}jon yen>

Decrease Volume of Public Dwellings by Obsolete Asset$ (million yen)

Stocks of Private Dwellings (miiiion yen)

Increase Volume of Prixrate g)wellings lnvestment (million yen)

I)ecrease Voiume of Publie D"re}lings by Obsolete Asset$ <'miiiion yen>

Stocks of I'rivate Capital Formation (,l,,lxc}ucling l)wellings} (mlllion yen)

Increase Volume of Prlvate Ii)nterprise Investment (mil}ion yen)

Decrease Vo}ume of ?rivate Enterprise lnvestment (million yen)

Stocks of Public and Private Dwellings (rnillion yen>

Deerease Volume of Dwellings by Ob$olete Assets (miliien yen)

Increase Voiume of Dwelling$ by Investment (million yen)/･

Dwellings Investment by Achningstration (exogenous Var,>

Dwellings Inbestment by Munieipal (mi}lien y･en)'

Increase Vo}ume of Dweiiings Investment by Municipal

yen)



19.

20,

21.

22.

23.

24.

25.

26,

27.

28.

29.

30.

31.

32.

33.

34.

35.

36.

37.

INHAU1
FICAp'r

RI-IMS

NNH
TP
N,P1

NP2
NP3
IIN

IPI{AU

INPO
RI{HD
INHO
IPIL,ys

NHAU2
UI-IC

MI)A',r

IIN

NHAU2

'

:

        Il)emographlc S}istem Mode] a)l-i;ifa ('hM'St:")

Numbey o,f ]lncrease Construction by I.nvestment

Rate of I'ub}ic Dwellings per ,H'ouseholcl

Rate of I'Iouseholci per Capita

Nzimber of households

a'otal l?opulation

Net Product of the Priinary Industry (inillion yen)

Net l?roduct of the Secondary '(ndustry <miklion yen)

Net Product of the Tertiary Industry (inlllion yen)

Private l'ncome (million yen)

Inve$tinent of Private Dweiling$ (milLion yen)

Increase I'opulation

Rate of Increase Household to Increa$e Population

Increase }'Iou$ehold

Investment of }'rivate l'.'.'nterprise (l'nclucling Prlvate Dwellings>

Number of Increttse Construction by Private Investment

l.)we:ing Construction Cost per Unit

"MPA'F" Function, Municipal I?ixed Asset's Tax Function

",IIN" I;'unction, Privaet .Income IFunction

"N,EIAU2" Function, See 33.
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                                      Surnmary

   As is generally recognized, the change of the region causecl by the large $cale development

is rapidly proJnptinsf, and its effect appears the popu2ation change apparent/ly. 'I'he rapicl change

in populatlon gives rise to innek probieins in the region. 'l"herefore, peints to whlch special

attention should be paid Eire to predict t/he rnoveinent, of populat'ion arising froin a location of

the large scale industrial parl<. It is clearly of considerable importance for the regional, pianners

to take its results into consideration and make a plan for a development. 'lrhe objectives of this

present paper are to identify the structure of the Deinographic Syst'ein Model by nieans of the

I)YNAMO eciuations of SI) (Systeni$ 'l)y･narnics) and the technique of niultlvariate analysi$, andt

"rith the aid of its nioclel io try the post analysis of the inacro inoveinent o'f intra-regional

population arisin$, froin industrial cieve]op]nent,

   1"he priniary cleinographic processes are fornittlarized as follo"rs:

         `ijr･)=-llt-j[)t-t-AIt,t-A･It,,

where dl':nuinberofincreaseorciecreaseinpopulation,
          1'3t:nuniberofbirt'hatt. Z,)t:nuniLberofdeathatt.
         AIt,i.: nuTnber of in-inigrants at t.

         Aft,o: nuinber of out-nilgrants at' t.

   }")ach of the rig.ht-hand side is determined by the econoniic, $ocial, and eultural factors,

Naniely, the population sector has to clo i,vith the i'elationships })e{xveen both econoinic and

social sector. And tlie relationships aniong, the three sect()rs consists oi' the interclg$ciplinary

factors.

   'l'o l)ut it in the concrete, "re try to apply the Systenis l)ynainics "rhich lately has beconie

the center of "Tide interest to t,he I)einographic Systein Mocle] of 'l'oinakoinai eity (H'ol<kaido)

wlth the }arge scale Seibu Inclu$trial Zone. 'lro sunainarize ()ur interpret'ation, of the result's of

this study.

   XVe can explain as follows:

-On the structurak identificatlon of t}')e mode}-･
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   1) The model is made up four sectors: population, in61ustriai, capital formation, ancl fiscal

sector. In adclition, the first sector consists oi t})ree sub-sector: birth, death. and migration sub-

sector,

   2) Exogenous variables (policy variables) aye the administrative investment by national and

Hol<kaido prefectural government, Accordingly, the main routine of the model begins with the

fiscal sector.

   3) We obtained satisfactory fitnes$ betvLJeen the real value and the value generatecl by the

mode}. We used the three tests, namely･ partial, intrasctoral, and intersectora} tests as a technique

to get the reasonable re$ults. ･
-On the macro movement of population--

   1) As is obvlous from the four population indecies, the structure of popu}ation will become

older and older. For exsample, IOO <rate of aged populatlon 65 and over to chllclren under 15) has

an increasing tendendy every year, In the part it increased from 10.7% (1960) to 18,O% (1975),

   2) Though a}ternative index (the value of chilclren under 15 to aclults aged I5-29) is the

minimum of O,824 in 1970, it will progressively increase. -
   3) The net migration arislng from the iocation of Seibu Inclustrial zone is the differential

migration which centers adults aged 15-34. Accorcllngiy, the clistortion of population pyramld

appears clearly.


